
令 和 ７ 年 ２ 月 １ 日 

建設工事の技術者の専任等に係る取扱いについて 

 

建設業法施行令及び国立大学法人法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第

366号）の施行に伴い、下記のとおり取扱いを変更することとします。 

 

１ 主任技術者の兼務が可能な取扱い 

（１）対象工事 

請負代金額が４，５００万円（建築一式工事の場合は９，０００万円）以上の主

任技術者の専任が本来必要な工事であって、工事の対象となる工作物に一体性若し

くは連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、

工事現場の相互の間隔が１０ｋｍ程度の近接した場所において同一の建設業者が

施工する工事 

（２）発注機関 

杉並区の発注工事に限る。 

（３）兼務可能数 

この緩和措置により同一の主任技術者を配置することができる工事の数は、工事

1件の請負代金額が４，５００万円（建築一式工事の場合は９，０００万円）以上

の工事を含む場合は、２件まで 

 

２ 手続き 

工事請負代金が４，５００万円（建築一式工事の場合は９，０００万円）以上の工

事の主任技術者を兼務とする場合は、工事主管課が指定する様式に兼務する工事につ

いて記入のうえ提出してください。 

 

３ その他 

①要件を満たしていても、現場の施工管理上、発注者が兼務を認めない場合がある。 

②提出された「現場代理人及び技術者通知書」の記載内容に虚偽があった場合又は兼

務により現場体制に不備が生じたり、不良な工事となった場合は、当該兼務の取消

し、工事成績評定への反映、指名停止等必要な措置を行うことがある。 

③上記に記載がない事項については、発注者（監督員）等の指示に従うこと。 

 

４ 適用開始日 

令和７年２月１日から適用するものとし、請負契約の時点にかかわらず、同日以降

は全ての工事について本取扱いとする。 

                          

                             【問合せ先】 

総務部経理課契約係 

電話（03）5307-0612 


